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・本資料は、明治安田生命保険相互会社総合法人業務部団体年金コンサルティング室が情報提供資料として作成したものです。本資料は、情報提供のみを目的として作成し

たものであり、保険の販売その他の取引の勧誘を目的としたものではありません。 

・当社では、本資料の掲載内容について細心の注意を払っていますが、これによりその情報に関する信頼性、正確性、完全性などについて保証するものではありません。 

・本資料の著作権は明治安田生命保険相互会社に属し、その目的を問わず無断で複製、転載および譲渡することはご遠慮ください。 

・本資料は作成日時点の情報をもとに作成しており、法令変更、金融情勢の変化等により、本資料に記載された内容は予告なしに変更されることがあります。 
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【今号のコンテンツ】 

NO 内   容 分 類 

１ 【制度関連】確定給付企業年金の改善について 厚年基金 ＤＢ ＤＣ その他 

 

昨年 6月 30 日に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂 2015」に盛り込まれ、これまで社会保障

審議会企業年金部会および企業会計基準委員会等でも検討されておりました確定給付企業年金の

改善について、5月 27 日付で確定給付企業年金法施行令の一部を改正する政令案等に関するパブリ

ックコメントに付されたほか、企業会計基準委員会からは 6月 2日付で「リスク分担型企業年金の

会計処理等に関する実務上の取扱い（案）」等の公開草案が公開される等検討が進んできておりま

す。ここでは、「リスク対応掛金」および「リスク分担型企業年金」について解説します。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

本稿では、確定給付企業年金：ＤＢ、確定拠出年金：ＤＣの用語を使用しています。 

なお、図表等は第 17 回社会保障審議会企業年金部会より引用（一部修正）しています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

「リスク対応掛金」 

  ▶あらかじめ、将来の積立不足となるリスクを考慮して事前に掛金を拠出する仕組みです。 

  ▶リスク対応掛金の導入に伴い、財政均衡の考え方が大きく変わります。 

「リスク分担型企業年金」 

  ▶財政状況にかかわらず掛金が固定される仕組みです。 

  ▶リスクを労使で分担する制度です。 

  ▶制度運営では、十分な理解と丁寧な労使合意が必要です。 

▶企業会計上は原則として「確定拠出制度」として取扱います。 

 

 

 

No.2016－05 
明治安田生命保険相互会社 

総 合 法 人 業 務 部 

団体年金コンサルティング室 

ＴＥＬ：03‐3283‐9094 

ポイント 

ここでご案内する内容は、作成時点の情報を基に作成しておりますので、今後の法

令改正等により、変更される場合もあります。  

「リスク対応掛金」および「リスク分担型企業年金」の実務上の取扱いについては、

現在検討を進めておりますが、契約管理や数理計算等の制約によりお引受けできない

場合もありますので、あらかじめご了承ください。 
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Ⅰ．確定給付企業年金の改善に関する足元の状況について 

 確定給付企業年金の改善への取組については、これまで社会保障審議会企業年金部会等において

検討されてきましたが、平成 28 年 6 月 14 日に開催された第 18 回社会保障審議会企業年金部会の

場では、早ければ 9～10 月の施行を目指すとの発言がでる等、平成 28 年度中の政省令等の改正、

公布、施行に向けて着々と準備が進んでいるところです。 

 また、企業会計基準委員会では「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い

（案）」等の公開草案が公表されコメント募集が実施されており、会計面でも進展がみられる状況

です。 

 

Ⅱ．確定給付企業年金の改善について 

１．リスク対応掛金の導入について 

（１）現行の掛金拠出の構造 

現行のＤＢの仕組みでは、積立状況の悪化が掛金の増加に直接結びつく構造となっているため、

ＩＴバブル崩壊やリーマンショックといった不況期に追加拠出を求められることとなり易く、Ｄ

Ｂの安定的な運営をするためには課題がありました。 

そのため、財政悪化リスク相当額を算定し、あらかじめリスク対応掛金として掛金を追加拠出

することができる仕組みが導入されることとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財政悪化リスク相当額の算定方法 

  現行、積立不足が生じた場合に最大 20 年で償却することとされているため、積立不足が生じ

た場合でも安定的な償却が可能となるよう、財政悪化リスク相当額は、20年に一度の損失に耐え

うる基準として定められています。 

  財政悪化リスク相当額の標準的な算定方法は、資産区分ごとの資産残高に告示で定められる係

数を乗じた額の合計額※に基づき算出します。 

※積立資産の額が給付現価を上回る場合は、給付現価の額。 

 

 

リスク対応

掛金 リスク対応

掛金収入 掛金
現価 掛金収入

現価

積立金
積立金

財政悪化
リスク相当額

財政悪化
リスク相当額

給付現価 給付現価

不況期にも積立不足が 

生じにくい仕組み 

財政悪化リスク相当額を測定し、

リスク対応掛金をあらかじめ拠出 
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  ＜算出例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

標準的な算定方法のほか、厚生労働大臣の承認を受けて、事業主等が自らの定めるところによ

り、財政悪化リスク相当額を算定する特別算定方法があります。 

  特別算定方法は、その他の資産の割合が 20％以上である場合等に用いることが定められている

ほか、事業主等の判断でも用いることができます。 

 

（３）リスク対応掛金の設定方法 

  リスク対応掛金は、財政再計算時に、労使合意に基づき、財政悪化リスク相当額の範囲内で拠

出水準を定め、5年～20 年での均等拠出、弾力拠出又は定率拠出により拠出します。 

  リスク対応掛金は、積立不足に対応する特別掛金とは異なり、将来のリスクに備えるものであ

ることから、拠出期間は特別掛金の償却期間よりも長期に設定するものとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）リスク対応掛金の変更ルール 

  「恣意的な掛金拠出による過剰な損金算入を防止する」という税務上の観点から、一度設定し

たリスク対応掛金額は大きな事情の変更が無い限り変更できません。 

 

 

 

 

 

① 資産区分ごとに資産残高に所定の係数を乗じ、合計額を算出します。 

② 係数の定められていない資産（その他の資産）の額を勘案した補正率を求めます。 

[資産合計]÷[係数の定められている資産]  

③ ①の額×②の補正率が将来発生するリスク ⇒「財政悪化リスク相当額」 

リスク対応掛金 

5～20 年で拠出 

特別掛金 

3～20 年で拠出 

（現に発生している積立不足

に対応するための掛金） 

リスク対応掛金の拠出水準は 

労使合意により設定 

リスク対応掛金の

拠出水準

現に発生している
積立不足

積立金

標準掛金収入現価 給付現価

財政悪化
リスク相当額

その他の

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産 資産

資産額 ６億円 ２億円 ２億円 １億円 ２億円 １億円 １４億円 １億円 １５億円

リスク係数 5% 50% 25% 50% 0% 0%

２.３億円 ×１.０７ ２.４６

（①） （②） 億円

（③）

資産区分
係数の定められている資産

合計 資産合計

０.３億円 １億円 ０.５億円 ０.５億円 ― ―
資産額
×

リスク係数
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一致

給付現価 給付現価

掛金収入現価

積立金
積立金

掛金収入現価
（リスク対応掛金を含

む）

（５）景気循環を見据えた安定的な財政運営 

  リスク対応掛金を拠出することにより、あらかじめ給付に必要な額以上の財源を手当てするこ

とが可能となります。それに伴い財政均衡の考え方が変わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  新たな財政均衡の考え方に沿えば、「積立金にリスク対応掛金を含む掛金収入現価を加えた額

（③＋④）」が「給付現価①」と「給付現価に財政悪化リスク相当額を加えた額（①＋②）」の範

囲に収まっている限り（下図中央の状態）は、財政均衡の状態と認識します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．リスク分担型企業年金の導入 

（１）リスク分担型企業年金の基本的な仕組み 

 従来の企業年金制度では、基本的に運用リスクを事業主が負担するＤＢと、加入者等が負担す

るＤＣの二者択一で、労使のどちらかにリスクが偏る構造となっておりましたが、リスク分担型

企業年金は、労使でリスクを分け合う仕組みとして導入されることとなりました。具体的には、

リスク対応掛金を活用し、あらかじめ労使合意により事業主が掛金負担により対応する部分を決

め、それ以外の部分を加入者等の給付調整により対応する部分としてリスクを分担する仕組みで

す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

＝ 

財政悪化 

リスク相当額 

従来の財政均衡の考え方 新しい財政均衡の考え方 

許容範囲 

財政均衡の状態 積立不足の状態 積立剰余の状態 

（リスク対応掛金
相当分）

掛金収入現価

給付現価

積立金

財政悪化
リスク相当額

加入者等の給付調整により対応する部分 

事業主の掛金負担により対応する部分 

リスク分担型企業年金の財政均衡 ＝制度開始時の姿＝ 

 

あらかじめ労使合意により固定された 

リスク対応掛金を拠出 

①給付現価

④掛金収入現価
（リスク対応掛金

を含む）

③積立金

②財政悪化
リスク相当額

②財政悪化
リスク相当額④掛金収入現価

（リスク対応掛金
を含む） ④掛金収入現価

（リスク対応掛金
を含む）

③積立金

③積立金

①給付現価 ①給付現価

②財政悪化
リスク相当額
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  リスク分担型企業年金では、給付に対する財源のバランスが毎年度変化するため、毎年度の決 

算において給付を増減することにより財政の均衡を図ることとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※少なくとも 5年ごとに実施する財政再計算では、掛金（率）は従前のまま維持しつつ、最新の情勢を反

映して将来推計を行ない、給付現価、掛金収入現価、財政悪化リスク相当額を計算します。 

 

（２）リスク分担型企業年金の給付算定式 

  リスク分担型企業年金における給付の算定式は、従来のＤＢにおける給付の算定式に、「調整

率」を乗じたものとして定義されます。 

調整率は、毎年度の決算時における積立率に応じて定まる率であり、規約に定めること※とさ

れていますが、単年度ごとの変動を抑制するために、導入当初に定める方法により、複数年度で

段階的に調整したものを使用することも可能とされています。なお、決算で確定した調整率は遅

くとも当該決算の翌々年度の給付に反映させることとされています。 

※届出不要な軽微な変更とされています。 

 

（３）リスク分担型企業年金における掛金設定方法 

  リスク分担型企業年金では、制度導入時に従来のＤＢと同様の掛金区分（標準掛金、特別掛金、

リスク対応掛金の掛金区分）に基づき算定した額の合計額に基づき掛金（率）を計算しますが、

規約上は、各掛金の区分は定めず合算する形で規定します。 

 

 

 

 

 

 

  なお、新規に制度を開始するときや制度が成熟していないときには積立金が十分でなく、その

時点での積立資産の額では財政悪化リスク相当額を適切に見込めないため、定常状態における積 

 立金の額を推計し、その推計額に基づきリスクを見込むこととされています。 

 

（４）リスク分担型企業年金における掛金の変更 

  リスク分担型企業年金は、当初設定した掛金を固定する仕組みであり、給付改善等の制度設計 

に関する新たな労使合意が行なわない限り掛金の変更は行なわないこととされています。 

 

 

財政均衡している場合 不足が生じている場合 剰余が生じている場合 

調
整
を
行
な
わ
な
い 

場
合
の
給
付
現
価 

掛金(率) (Ｃ) 特別掛金相当分

(Ｂ) リスク対応掛金相当分

(Ａ) 標準掛金相当分

導入後の経過年数

各年度における(Ａ)～(Ｃ)を合算す

る形で規約に規定 
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（５）財政悪化リスク相当額の算定方法 

 リスク分担型企業年金における財政悪化リスク相当額の算定方法は、所定の方法により算定す

る標準的な方法と、厚生労働大臣の承認又は認可を得てＤＢの実情に合わせて算定する特別算定

方法が定められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）リスク分担型企業年金における財政再計算時の取扱い 

  リスク分担型企業年金では、財政再計算を行なっても掛金（率）の変更は行なわないこととさ

れています。このため、基礎率を見直すことにより将来発生するリスクや現価が変化し、積立不

足等が生じた場合には、調整率を見直すことにより財政均衡が維持されることになります。 

  たとえば、①財政再計算実施前に財政均衡状態にあった制度が、②財政再計算を実施したこと 

により基礎率の見直しにより、掛金収入現価、給付現価や財政悪化リスク相当額が変化し、積立

不足の状態になった場合、③調整率により減額調整されることにより、財政均衡が保たれます。 

＜財政再計算時のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）リスク分担型企業年金における意思決定のあり方 

  リスク分担型企業年金は、加入者等の給付が調整される仕組みであることから、制度開始時の

意思決定に加え、制度実施後も加入者等が適切に意思決定に参画できるための仕組みが必要です。 

 ア．制度開始時の意思決定 

   リスク分担型企業年金を実施する場合、基金型ＤＢにおいては、労使の代表で構成される代 

議員会における決議。規約型ＤＢにおいては、労使の過半数で組織する労働組合（当該労働組 

合がない場合は、加入者の過半数を代表する者）の同意の取得、を経て規約変更を行ないます。 

 

②財政再計算により基礎率
を見直し、収支バランスが

変化する場合 

③収支がバランスするよう
調整率を変更 

①財政再計算実施前 

  リスク分担型企業年金は、最初に設定した掛金を固定する仕組みであり、財政悪化リスク相当

額の大きさを導入時から適切に見込む必要があることから、標準的な方法では、価格変動リスク

（※１）と予定利率低下リスク（※２）を合算することにより算定します。 

  ※１：価格変動リスクは従来のＤＢの標準的な方法と同様に資産区分ごとに所定の係数を乗

じた額の合計額に基づき算定します。 

  ※２：告示案では、「予定利率が１.０％低下したとした場合の定常状態における給付現価の

増加額からリスク分担型企業年金掛金額の予想額の現価に相当する額の増加額を控除

した額」とされています。 

  特別算定方法は、その他の資産の割合が 10％以上である場合等に用いることが定められてい

るほか、事業主等の判断でも用いることができます。 
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リスク分担型企業年金制度を開始する場合には、その給付設計や事業主が拠出するリスク対

応掛金の水準や基礎率の妥当性等について労使による意思決定を行なう必要があります。 

イ．運用の意思決定 

   リスク分担型企業年金は、運用の結果が加入者等の給付に反映される可能性があることから、

加入者がリスク負担に見合う形で運用の意思決定に参画するための仕組みが必要となります。

このため、加入者の代表が参画する委員会を設置することを基本※とし、委員会は業務の執行

を行なう理事会又は事業主に対して提言等を行なうこととされています。また、運用の基本方

針を作成又は変更する場合には、加入者の意見を聴くこととされております。 

   ※基金型については一定条件を満たす場合には設置しないことも可 

     【基金型の場合】         【規約型の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ．加入者等への情報開示 

   リスク分担型企業年金では、加入者だけではなく受給者もリスクを負担することになること

から、受給者と同様に周知させるものと定められています。 

   また、加入者等への周知事項に年金額の改定を見通す上で有用な情報が追加されました。 

  有用な情報とは、ＤＢ法施行規則（案）によれば「調整率の推移その他調整率に関する事項」

と定められており、開示されている通知の概要によれば、例えば次に掲げる事項を定めるもの

であることとされています。 

  

 

 

 

 

３．リスク分担型企業年金の企業会計上の取扱い 

 企業会計基準委員会は、同委員会および同委員会傘下の退職給付専門委員会での、リスク分担型

企業年金に対する検討結果を受けまして、「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の

取扱い（案）」等の公開草案を公表し、平成 28 年 8月 2 日までの２ヵ月間にわたりコメント募集を

実施しております。 

 

 

代
議
員
会 

理
事
会 

・加入者代表の参画は必須（受給者の参画を妨げない） 

・資産運用などに関する外部の有識者を参画させてもよい。 

・資産運用の方針・結果について議論。 

・加入者代表は資産運用方針に関する既存の内部規程類及び

受託機関から運用結果報告書について開示を受けること

ができる。 

提言等 

・リスク分担型企業年金
は、基金型・規約型を
問わず実施可能（運用
基本方針、政策的資産
構成割合の策定が必
須） 

・年１回以上開催 

・参加者代表が参加する 

資産運用委員会があ
る場合にはこの委員
会とすることも可 

・・・ 

・・・ 

①年金額改定のルール 

②過去 5年程度の調整率の推移 

③②の調整率の算出根拠となったデータ 

④その他、調整率に重要な影響を与えると認められる事項 

委
員
会 

労
組
等 

事
業
主 
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 同委員会では、リスク分担型企業年金については以下の３つの論点で整理されております。 

（１）退職給付会計上の分類 

  リスク分担型企業年金のうち、企業の拠出義務が、給付に充当する各期の掛金として、制度の

導入時の規約に定められた標準掛金相当額、特別掛金相当額及びリスク対応掛金相当額の拠出に

限定され、企業が当該掛金相当額の他に拠出義務を実質的に負っていないものは、退職給付会計

上の確定拠出制度に分類するものとされています。なお、確定拠出制度に分類されるリスク分担

型企業年金は、制度導入後、新たな労使合意に基づき規約の改訂の都度、前述の会計上の退職給

付制度の分類に従い、会計上の退職給付制度の分類を再判定することとされています。 

（２）退職給付制度間の移行等 

  会計上の確定給付制度から会計上の確定拠出制度に分類されるリスク分担型企業年金に移行

する場合、退職給付制度の終了に該当し、終了の会計処理を行なうこととされています。 

（３）開示 

  会計上の確定拠出制度に分類されるリスク分担型企業年金については、①企業の採用するリス

ク分担型企業年金の概要、②リスク分担型企業年金に係る退職給付費用の額、③翌期以降に拠出

することが要求されるリスク対応掛金相当額及び当該リスク対応掛金相当額の拠出に関する残

存年数を注記することとされています。 

 

４．最後に 

 あらかじめ、将来の積立不足となるリスクを考慮して事前に掛金を拠出することで安定的なＤＢ

の運営に資するリスク対応掛金や、リスク対応掛金の仕組みを活用しＤＢとしての制度上の利点を

維持しながらも会計上は確定拠出制度として取扱いが可能となるリスク分担型企業年金について、

年度内の実現化が見えてきたところです。 

 なお、リスク分担型企業年金については、運用リスク以外に予定脱退率や予定昇給率等基礎率に

関するリスクについても労使でシェアする仕組みですので、リスク分担型企業年金の導入にあたっ

てはより丁寧な説明に基づく労使合意が必要と考えられます。  

以 上 


